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1．社会貢献活動は人材育成とどう関係するか 

公務員の本業以外での社会貢献活動が期待されているという。例えば、兵庫県神戸市や奈

良県生駒市では、職員の兼業許可の運用形態のひとつとして、社会貢献を促進する制度を導

入している。これは、職員が、そのスキルを活かして地域における課題解決に積極的に取り

組むことを目的とした制度である。公務員の兼業には法的制限があるものの、多様で柔軟な

働き方へのニーズの高まりや、人口減少に伴う人材の希少化を背景に、社会貢献のための兼

業を促進しようとする取り組みであると理解できる。 

他方で、公務員の社会貢献活動に関しては、従来から、行政とは異なる側面から市民生活

に触れることで自身の視野を広め、ひいては行政面でもより良い効果をもたらすものと考

えられてきた（人事院 1997）。すなわち、社会貢献活動は、公務員の人材育成の一環として
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重要視されてきた側面もある。もっとも、公務員は、日々、その仕事を通じて公共財に関わ

っている。ある意味、日常的に社会貢献活動を行っているわけであり、本業以外で社会貢献

活動に時間を費やす動機は弱いという見方もできる（Brooks 2004）。公務員がプライベート

で社会貢献活動を行ったとして、それが本業に対して良い効果をもたらすのか、また、人材

育成と呼ばれるようなものにつながるのか、疑問が残る。 

以下、公務員のプライベートでの社会貢献活動が、本業とどう関係するのか、筆者が実施

したアンケート調査結果を用いて分析を行ってみたい。具体的には、公務員の本業に関連す

るものとして、Public service motivation （以下、PSM）との関係に着目する。Perry and 

Wise（1990）によれば、PSM は、「公共部門の組織や制度に本来的かつ独自に内在する動

機づけに対応した個人の性向」として定義される。PSM は、従来の合理的選択理論や伝統

的な動機づけ理論では見落とされていた公務員の利他的、規範的な側面を扱うモチベーシ

ョン理論として注目されている（田井 2017）。欧米では、ボランティア経験とこの PSM の

高さが関連するという研究がある（Perry et al. 2008）。日本の場合はどうだろうか。 

 

2．ボランティア経験とPublic service motivationとの関係 

 分析に用いるのは、2021 年 2 月に実施したインターネットによるアンケート調査データ

である (小田切 2021)1。まず、公務員の社会貢献活動の一例として、ボランティア経験につ

いてみてみたい。アンケート調査では、ボランティア経験に関して、「あなたは、公務員と

しての業務以外で、ボランティア活動をしたことがありますか。直近の 1 年間（2020 年 4

月～2021 年 2 月）とそれ以前（2020 年 3月以前）の状況に分けてお答えください」という

質問に対し、「直近 1 年間に活動した。また、それ以前にも活動したことがある」「直近 1年

間に活動したが、それ以前に活動したことはない」「直近 1 年間は活動しなかったが、それ

以前に活動したことがある」「今まで全く活動したことがない」という 4つの選択肢によっ

て回答を得た。集計結果は図 1 の通りである。６割弱がボランティア経験者である。 

次に、PSM についてである。PSMを測定するための尺度については、現在のところ合意

がないが、表 1 の通り、Kim et al.（2013）の 16 尺度を用いて調査した。各質問に対して、

「とてもそう思う」「そう思う」「どちらともいえない」「そう思わない」「全くそう思わない」

の選択肢で回答を求めた。ここでは、これら 16 項目について主成分分析を行い、算出され

た第１主成分の主成分得点を PSM スコアとした2。このスコアが高いほど公的職務に「やり

がい」を感じると想定する。 

 

                                                      
1 アンケート調査の回収数は 1081 だが、このうち、特定の質問に回答拒否のあった回答者を除く 968 が

分析対象となっている。調査方法、質問項目、調査結果の詳細等は、小田切（2021）を参照されたい。 

2 Kim et al.（2013）は、12 か国で国際的にテストされた 4 次元・16 項目からなる PSM 尺度を提案して

いるが、とくにアジア圏での適用を考慮しており、日本での測定に適していると推察された。なお、尺度

の信頼性係数は、α=0.928 であった。 
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図 1 公務員のボランティア経験（n=968, %） 

 

 

表 1 PSM尺度（Kim et al. 2013）と主成分負荷量 

 

以上、ボランティア経験別の PSM スコアの平均値を示した結果が、図 2 である。結果か

らわかることは、第 1に、過去に全くボランティア経験のない回答者に比べ、過去に経験を

持つ回答者の PSM スコアが高いことである。ボランティアを行う公務員は、職場での意欲

も高いといえる。第 2に、ボランティア経験者のうち、直近１年間のみの経験者（それ以前

に経験はなし）の PSM スコアは、それ以外の経験者に比べて低い点である。ボランティア

経験者であれば誰でも PSM が高いというわけではなく、その経験の時期や頻度等も PSM

スコアに関係しているようである。 

19.9 

3.3 

35.7 

41.0 

直近1年間に活動した。また、それ以前にも活動したことがある

直近1年間に活動したが、それ以前に活動したことはない

直近1年間は活動しなかったが、それ以前に活動したことがある

今まで全く活動したことがない

尺度（質問項目）
主成分負荷量

（第1主成分）

Attraction to public service

私は自分の住む地域を支援する活動を始めたり、それに携わったりする人々を尊敬する 0.733

社会問題に取り組む活動に対して貢献することは大切である 0.772

有意義な公共サービスは、私自身にとって非常に重要なものである 0.764

私にとって公益に貢献することは重要である 0.801

Commitment to public values

私は人々の機会均等は非常に重要だと思う 0.760

人々が公共サービスの継続的な提供に頼ることができるということは重要である 0.755

公共政策の立案において、将来の世代の利益を考慮することが基本である 0.718

公務員にとって倫理的に行動することは不可欠である 0.667

Compassion

私は恵まれない人々の苦しい状況に心を動かされる 0.752

私は困難に直面する人々に感情移入する 0.708

私は他者が不当な扱いを受けているのを見ると憤りを覚える 0.723

他者の幸せを考えることは非常に大切なことである 0.757

Self-sacrifice

私は社会のために犠牲を払う覚悟がある 0.575

自分自身のことよりも、国民や市民としての義務が優先されるべきである 0.582

私は個人的な損失を覚悟で、社会の役に立ちたいと思う 0.420

たとえ自分に金銭的負担があったとしても、貧しい人々がより良い生活を送るための計画には同意する 0.610
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図 2 ボランティア経験別の PSM スコア 

 

3．寄付経験とPublic service motivation との関係 

 公務員の社会貢献活動の一例として、寄付経験についても分析してみたい。アンケート調

査では、寄付に関して、「あなたは個人として寄付をしたことがありますか。直近の 1年間

（2020 年 4 月～2021 年 2 月）とそれ以前（2020 年 3 月以前）の状況に分けてお答えくだ

さい。」という質問に対し、「直近 1 年間に寄付をした。また、それ以前にも寄付をしたこと

がある」「直近 1 年間に寄付をしたが、それ以前に寄付をしたことはない」「直近 1 年間は

寄付をしなかったが、それ以前に寄付をしたことがある」「今まで全く寄付をしたことがな

い」という 4 つの選択肢によって回答を得た。集計結果は図 3 の通りである。寄付経験者

の比率は、ボランティア経験者よりも若干高く、6 割を超えている。 

 

 

図 3 公務員の寄付経験（n=968, %） 
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図 4 寄付経験別の PSMスコア 

 

 図 4 は、寄付経験別の PSM スコアの平均値を示している。PSM については、前述と同

様のスコアを使用した。ボランティア経験の場合とほぼ同様の結果であり、第 1 に、過去に

全く寄付経験のない回答者に比べ、過去に経験を持つ回答者のPSMスコアは高い。つまり、

寄付を行うような公務員は、職場での意欲も高いことがわかる。第 2 に、寄付経験者のう

ち、直近１年間のみの経験者（それ以前に経験はなし）の PSM スコアは、それ以外の経験

者に比べて高くない点である。寄付についても、その経験の時期や頻度等が PSMスコアに

関係しているようである。 

 

4．社会貢献活動と人材育成の接続を 

以上、日本の公務員における社会貢献活動経験は、PSM の高さと関連しているようであ

る。さらには、PSM は職務パフォーマンスの向上をもたらすとの研究結果もみられること

から（林他 2021）、社会貢献活動と職場での働きぶりとのポジティブな関係性も想定できる

かもしれない。もっとも、本稿での分析結果と、PSM の高さが人々の成長過程における家

族の影響（家族のボランティア経験や教育等）と強く関連しているとの指摘（Perry et al. 

2008）を踏まえると、社会貢献を行えば PSM が高まるというような単純な図式ではなく、

過去の社会貢献の経験が中長期的に PSMに関係しているようにも思われる。 

冒頭で述べた神戸市や生駒市の事例をはじめ、公務員の社会貢献を促進するための制度

化が進展している。しかし、これらの制度の多くは、不足する地域公共人材を埋めようとす

る背景から職員を外部へ送り出すことが焦点化する一方で、社会貢献活動を通じた職員の

人材育成とは必ずしも接続していない。職員の働きぶりと関係する社会貢献活動を人材育

成制度と結び付けることの重要性、そして、そのための中長期的な実践について注視すべき

だろう。 

本稿の分析に用いたアンケート調査は、新型コロナウィルス感染症拡大による社会状況

下で実施したものである。また、PSM に影響を及ぼし得る各種要因もコントロールしてい
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ない。平時との違いも含め、知見の一般化に向けて継続的な検証が求められる。 
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